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2012賃金確定継続課題に対する取り組みについて
１　2012賃金確定闘争の成果とその後の情勢
（１）2012賃金確定闘争は、人事院勧告が俸給表・一時金の改定が無い中で、高年齢層職員の昇給制度や昇格制度の見直しのみが勧告・報告される中で、11月21日を道本部の統一行動日と設定して、各単組段階の交渉を強めてきました。政府の人事院勧告の閣議決定が遅れ、衆議院の解散する当日の11月16日に臨時特例法による減額を考慮して、2014年４月からの実施に向けて2013年度中に成案を得ることとし、人事院勧告の実施見送りを閣議決定しました。しかし、昇格制度の見直しについては、人事院規則事項であるため、人事院総裁の談話にもあるように、政府が勧告事項である昇給制度の見直しを先送りしたことに対し、遺憾の意が表明され、人事院は12月10日に規則改正を公布し、昇格制度については2013年1月から改悪が強行されることとなりました。

（２）自治体確定闘争の山場が、人勧の取り扱いを決定する政府の閣議決定の時期と近かったために、多くの単組で人勧の取り扱いについては、継続協議とする自治体が出てきました。しかし、人事院が規則改正を強行したため、すでに総務省から各自治体へ規則改正に係る通知が流されていることなどから、今後、2013年度の予算編成期から春闘期にかけて、賃金確定期以降の動きとして、改めて昇格制度の見直しを行うとする動きが当然にも各自治体において出てくることが予想されます。また、賃金確定期において、妥結をしていない単組が多数存在しているために、引き続き、取り組みを強めていく必要があります。
（３）雇用と年金の接続については、定年延長を基本としながら、当面は現行の再任用制度の活用により対応することを方針としてきました。2012賃金確定期においては、再任用制度の条例化や運用開始に向けての議論を行い、早急に無年金時代への到来への対応を開始することを目的に取り組みを進めましたが、条例化の確約はごく僅かにとどまりました。雇用と年金の接続に対する理解はほとんどの自治体当局からは得られているものの、実際に条例化し運用するとなると住民目線や議会議論、さらには職場の現状から難しいとする自治体が多数を占めています。
一方、総務省からは11月16日に「地方公務員の雇用と年金の接続への対応について」とする通知文が発出されました。このなかで①現行の再任用制度のもとで、可能な限り雇用の継続をはかること、②条例未制定の自治体は速やかに制定すること、③職員への周知や意向把握、職やポストの検討など行うことが助言されています。こうした動向も踏まえて、各単組においては協議を継続し、雇用と年金の接続に向けて、取り組みを強化する必要があります。
（４）12月16日に実施された衆議院選挙において、自民党や公明党を中心とした政権に回帰しましたが、日本維新の会等の第３極を交えて、公務員や労働組合を抑圧・敵対視する政策が取られていくことが予想されます。これまでの民主党政権とは180度方針を転換し、地方の切り捨て、財界・金持ち優遇の政策が強力に推し進められます。結果として、地公の給与カットの圧力が非常に強まり、引き続き、地公への影響遮断を求める取り組みを継続しなければなりません。

（５）このような政治情勢の変化を受けて、自治労・公務員連絡会としてこれまでと異なった政治的な対策が強く求められることとなります。道本部としては、新しい政権への対応について、これまでの民主党政権時におけるたたかいの総括とともに、今後の対応について意見反映しながら、想定される様々な攻撃に対峙する組織体制の確立・交渉力の強化をはかる必要があります。引き続き、自治労・公務員連絡会に結集を強め、様々な取り組みを進めていくこととします。
２　たたかいの展開
（１）地公三者における退職手当等の取り組みの山場＝１月29日（火）よりは早い１月21日（月）から２月８日（金）を集中交渉ゾーンとして位置づけて、交渉を強化します。山場について単組・地本・道本部と協議の上設定します。
（２）各地本は、単組代表者会議等で取り組み方針の徹底をはかるとともに、道本部も地本と連携し、全単組オルグの実施など組織対策に全力をあげます。
３　たたかいの基本及び要求指標
（１）賃金確定闘争継続課題への対応について
①　賃金確定期において継続協議となった課題については、すでに示している賃金確定期の「妥結基準」を基本として交渉を進めます。
②　特に昇格制度の見直しに際しては、人事院規則がすでに改正されている情勢から、各単組段階における交渉は厳しいものが想定されますが、最悪、実施時期の先延ばしするなどの対応を求めていくこととします。
③　また、昇給制度の見直しについては、今後の政府の動向にもよりますが、当面して既定方針どおり対応します。
（２）雇用と年金の接続に向けての取り組み
　①　雇用と年金の接続については、引き続き定年延長により対処することを求めますが、その実現までの間、現行の再任用制度を活用することを基本に求めていくこととします。
　②　条例化が済んでいない自治体においては、早期条例化を求め、2013年１月議会の成立をめざします。また、

③　条例化は終えているが運用が遅れている自治体においては、任用や賃金・休暇等労働条件全般の整理を行い、早期の運用を求めます。
（３）国公給与削減の影響遮断の継続の取り組み
①　自治体における独自の賃金削減については、北海道では現在でも約４割の自治体で実施されているところですが、一方的な実施に反対し、十分な労使交渉と財政見通しの明示などを求めます。なお、提案理由に自治体財政健全化法によるところがある場合は、法律による４指標を具体的に示させ、交渉することとします。
②　臨時特例法の地公への影響遮断については、これまでの取り組みを踏まえて対応します。なお、政府方針の急展開に伴って、地公への影響を強制する動きとなった場合は、別途、具体的な対応を自治労本部等の方針を踏まえて対応します。特に各自治体において、政府動向を先読みして具体的な提案を行うとする当局が出てきた場合は、対応策を道本部・地方本部・単組で協議し、交渉を強めることとします。また、他市町村への影響を最小限にとどめるため、地方本部・道本部との十分な連携の下で、獲得課題を個別に設定しながら、交渉を進めることとします。
③　その他、未解決である賃金確定・当初予算要求関係、人員確保等各単組の独自課題の要求解決をはかります。
４　具体的な取り組み
（１）道本部の取り組み
①　12月20日の第６回執行委員会で確認後、発文にて方針を全体化するとともに、春闘討論集会・地本別討論集会において山場に向けた意思統一を深めます。
②　必要に応じて、道・市長会および町村会交渉を実施します。
③　単組・地本への情報・発信を強化します。
（２）各地本・単組の取り組み
①　各地本は、地本としての闘争方針を策定するとともに、各単組も執行委員会を開催するなど、賃金確定闘争継続課題の解決に向けた具体的な闘争体制を確立します。特に具体的な当局の動き等について、地方本部・道本部へ報告し、情報を共有化しながら、具体的な対応策について検討します。
②　ヤマ場に向けて要求の実現をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。集中交渉期間は、１月21日（月）～２月８日（金）とし、山場を設置して交渉を進める単組については、別途協議して交渉期間を設定します。
③　妥結については、必ず、その情報を地本に報告するとともに、地本は道本部との協議の上、判断します。
- 1 -

